
新

活用した住民周知

③総

規

合防災訓練の実施 ③総

完

合防災訓練の実施

④ハ

了

ザードマップの更新 ④

事

コミュニティ・タイム

業

ラインの作成

⑤コミュ

ゼ

ニティ・タイムライン

ロ

の作成 ⑤地区防災マッ

予

プの作成

算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 斉藤英之

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3118

事務事業名 4031 防災危機管理事業

所　　属 050100 総務部・総務課

施　　策 05011500 防災体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費
科目

事業 040000 防災危機管理事業

事業目的 事業概要・効果 

自助・共助・公助により、防災体制を整え、防災・減 千曲川沿いの区のコミュニティタイムライン（防災行

災対策の充実で安心・安全を確保。 動計画）作成を進める。

 

R5　相之島町　R6　村山町　R7　中島町　の予定

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

①非常用備蓄品の購入（食料、保存水） ①備蓄計画の策定

②

内

防災行政無線の放送 ②

部

非常用備蓄品の購入（

評

食料、保存水）

③仁礼

価

小学校を主会場に総合

【

防災訓練を実施 ③防災

二

行政無線を活用した住

次

民周知

④新型コロナウ

】

イルス感染症対策本部

1

④職員の災害時研修会

頁

の実施

⑤新型コロナウ

令

イルス感染症対策本部

和

令和 4年度　実績 令

　

和 5年度　実績

①備

６

蓄計画に基づく備蓄品

年

の更新 ①備蓄計画に基

度

づく備蓄品の更新

②防

　

災行政無線を活用した

行

住民周知 ②防災行政無

政

線を活用した住民周知

評

③総合防災訓練の実施

価

③総合防災訓練の実施

事

④新型コロナウイルス

業

感染症対策本部 ④新型

別

コロナウイルス感染症

シ

対策本部

⑤コミュニテ

ー

ィ・タイムラインの作

ト

成 ⑤コミュニティ・タ

実

イムラインの作成

令和

計

 6年度　予定 令和 

対

7年度　予定

①備蓄計

象

画に基づく備蓄品の更

評

新 ①備蓄計画に基づく

価

備蓄品の更新

②防災行

対

政無線を活用した住民

象

周知 ②防災行政無線を



度 毎年1件以上増やしていく。（毎年新規に１件以上協定を締結する）

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 26,147 29,580

国庫支出金 0 1,430

特 定 都道府県支出金 2,951 0

財 源 地方債 0 0

その他 13,126 11,600

一般財源 10,070 16,550

正規職員 0.9 1.1
人員数

会計年

内

度（フル） 0.7 0.

部

7
（人）

会計年度（パ

評

ート） 0.0 0.0

正

価

規職員 6,333.3

【

7,740.7

人　員

二

会計年度（フル） 2,

次

506.7 2,506

】

.7

コスト 会計年度（

2

パート） 0.0 0.0

頁

計 8,840.0 10

指

,247.4

市民一人

 

当たりの経費 0.7 0

標

.8

総額 34,987

 

.0 39,827.4

名

（単位：千円）

令和 

算

5年度決算　事業費の

　

内訳

主な節 金額 内容

7

　

節  報償費 0

保存食

式

・水1,751、段ボ

単

ールベッド95、パー

位

ソナルテント148、

年

災害用モバ
10節 需

　

用費 3,446
イルル

　

ーター・SIM59、

度

能登半島地震支援消耗

令

品213、その他1,

和

180

保守（防災行政

 

無線等）10,318

3

、CTL作成業務委託

年

3,690、地域防災

度

計画作
12節 委託費

令

17,722
成業務委

和

託2,145、その他

 

1,569

14節 工

4

事請負費 0

県防災行政

年

無線保守管理経費負担

度

金108、無線局電波

令

利用負担金55、地域

和

18節 負担金補助及

 

び交付金 305
防災組

5

織育成助成事業補助金

年

71、その他71

衛星

度

携帯電話使用料231

令

、雨量観測データ通信

和

料423、その他4,

 

020
その他 4,67

6

4

年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 地域自主防災組織の防災訓練

算　　式 単位 町

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 69 69 69 69 69
目 標 値

実 績 59 54 65

指標選定 災害時の対処の仕方を理解し、自助、共助で災害に対応できるよう自主防災組織の防災訓練を実施します。

の 理 由

最終年度 全ての自治会を対象。

目標の根拠

指 標 名 災害時の応援協定

算　　式 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 1 1 1 1 1
目 標 値

実 績 3 2 2

指標選定 近隣市町村や姉妹都市、企業などと災害時応援協定での連携を強化し、緊急時の迅速で適切な救援救助体制の

の 理 由 確保に努めます。

最終年



委

るか

・目的は結果（施

託

策の目指す理想）に結

費

びついているか

・災害

1

に備え、身を守るため

4

の啓発、非常用備蓄品

節

等の調達、各種機器の

 

維持管理など、災害か

工

ら市民の生命

・財産を

事

守るために市が主体と

請

なり実施することが必

負

要不可欠な事業である

費

。
評   価

コメント

1

・事業の成果は上がっ

8

ているか

・目標に対す

節

る達成度は十分か

有 

 

効 性 ・市民生活上の

負

課題解決に貢献してい

担

るか 大変有効

・行政内

金

部の管理上の課題解決

補

に貢献しているか

・事

助

業の目的が達成できる

及

ような事業内容になっ

び

ているか

・非常用備蓄

交

品の計画目標達成を目

付

指し、物品調達を行っ

金

た。

・相之島町を対象

そ

に、地域防災力の向上

の

に有効なCTLを作成

他

した。
評   価

コメ

Ｃ

ント

・成果を落とさず

Ｈ

にコストを削減する方

Ｅ

法はあるか

効 率 性

Ｃ

・効率性向上に努めて

Ｋ

いるか 変わらない

・使

個

用料などの受益者負担

別

や補助対象事業の範囲

評

など、財源確保の余地

価

はないか

・CTLの作

項

成は県補助により実施

目

したが、事業継続にあ

評

たり補助を含め財源確

価

保の研究が必要

評  

観

 価

コメント

振り返り

点

（決算年度の取組み課

評

題）

・防災講演会は、

価

国事業として実施した

内

ため報償費は不用とし

容

た。

・備蓄品（食料）

・

は計画目標を満たして

市

おらず、早急に整備が

民

必要

・CTL作成は県

の

補助により実施（次年

生

度も継続予定）

 

 

命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

防災講演会講師謝礼5

令

0
7節  報償費 50

和

消耗品(非常用備蓄品

 

他）5,000、車両

6

燃料費68、防災行政

年

無線電気料800
10

度

節 需用費 6,204

当

、地区防災マップ印刷

初

74、その他262

保

予

守（防災行政無線等）

算

6,660、地域防災

　

計画作成業務委託料1

事

,980、ＣＴ
12節

業

 委託費 16,892

費

Ｌ作成業務委託料4,

の

205、ＨＭ更新委託

内

料2,860、その他

訳

1,187

14節 工

主

事請負費 0

県防災行政

な

無線保守管理経費負担

節

金120、無線局電波

金

利用負担金78、地域

額

18節 負担金補助及

内

び交付金 670
防災組

容

織育成助成事業補助金

7

400、その他72

衛

節

星電話料254、防災

 

行政無線テレフォンサ

 

ービスのフリーダイヤ

報

ル使用
その他 5,76

償

4
料60、その他5,

費

450

ＣＨＥＣＫ

個別

1

評価

項目 評価観点 評価

0

内容

・市民の生命・財

節

産を守るため市が実施

 

することが必要不可欠

需

な事業であるか

・行政

用

内部の管理運営上必要

費

な事業であるか

必 要

1

 性 ・市が主体となり

2

実施すべき事業か 必要

節

不可欠

・法的な根拠や

 

公的関与の妥当性はあ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大） 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

地域防災力のさらなる向上にむけ、施策目標である自 コミュニティタイムラインの作成促進のほ

内

か市民の防

主防災組織

部

による防災訓練の目標

評

達成に向けた取組み 災

価

力向上に向けた取組み

【

強化をはかる。合わせ

二

て、発

、コミュニティ

次

タイムラインの作成地

】

区を増やすため 災時へ

4

の対応として備蓄品の

頁

種類、数量の再検討と

Ａ

早

の検討が必要。 期の

Ｃ

配備を行う。

外部評価

Ｔ

次年度以降の方向性

外

Ｉ

部評価コメント

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 斉藤英之

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3118

事務事業名 12420 防災施設整備事業

所　　属 050100 総務部・総務課

施　　策 05011500 防災体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費
科目

事業 050000 防災施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

災害発生時に被害を最小限に止めるための施設、設備 ・市防災行政無線設備機能強化工事

に充実を図る。 ・全国瞬時警報システム（Ｊアラート）受信機導入か

ら6年が経過し、また、自動起動装置、ＰＣ系は8年が

経過しているため更新する。

・長野県防災行政無線（衛星系）の更新として整備費

の１/2を負担

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2

内

年度　実績 令和 3年

部

度　実績

須坂市豊洲地

評

域防災拠点施設整備 ①

価

須坂市豊洲地域防災拠

【

点施設整備

②指定緊急

二

避難所標識設置工事

令

次

和 4年度　実績 令和

】

 5年度　実績

①指定

1

緊急避難所標識設置工

頁

事 ①指定緊急避難所標

令

識設置工事

 ②防災行

和

政無線アナログ局撤去

　

工事

令和 6年度　予

６

定 令和 7年度　予定

年

①指定緊急避難所標識

度

設置工事

②防災行政無

　

線高機能化工事

③防災

行

行政無線基地局第２装

政

置増設工事

④防災用備

評

品整備

価事業別シート

実計対象 評価対象



 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 2,785 28,479

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 18,400

その他 0 0

一般財源 2,785 10,079

正規職員 0.3 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.2 0.2
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,111.1 2,814.8

人　員 会計年度（フル） 716.2 716.2

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,827.3 3,531.0

市民一人当たりの経費 0.1 0.6

総額 5,612.3 32,010.0

（単位：

内

千円）

令和 5年度決

部

算　事業費の内訳

主な

評

節 金額 内容

7節  報

価

償費 0

10節 需用費

【

0

12節 委託費 0

指

二

定避難場所標識更新工

次

事（日野小学校、相森

】

中学校）1,648、

2

防災行政
14節 工事

頁

請負費 2,785
無線

指

アナログ局撤去工事1

 

,137

18節 負担

標

金補助及び交付金 0

そ

 

の他 0

名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 指定緊急避難場所標識の更新

算　　式 単位 基

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 2 2 2 2 2
目 標 値

実 績 2 2 2

指標選定 市内緊急指定避難場所の標識が、老朽化及び表示不鮮明のため、新規格表示（ピクトグラム）に更新する。

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和



委

行政内部の管理上の課

託

題解決に貢献している

費

か

・事業の目的が達成

1

できるような事業内容

4

になっているか

老朽化

節

標識を１箇所、設置場

 

所変更を１箇所それぞ

工

れ実施し、施設の充実

事

を図った。

評   価

請

コメント

・成果を落と

負

さずにコストを削減す

費

る方法はあるか

効 率

1

 性 ・効率性向上に努

8

めているか 変わらない

節

・使用料などの受益者

 

負担や補助対象事業の

負

範囲など、財源確保の

担

余地はないか

標識設置

金

に関する補助など財源

補

確保の研究が必要

評 

助

  価

コメント

振り返

及

り（決算年度の取組み

び

課題）

・標識は更新計

交

画に基づき整備を行っ

付

た。

・次年度以降、防

金

災行政無線の高機能化

そ

や災害用備品の整備が

の

必要

他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

指定緊急避難

 

場所標識設置工事一式

6

 2,400（常盤中

年

学校他）、防災行政無

度

14節 工事請負費 2

当

0,800
線機能強化

初

工事15,800、防

予

災行政無線基地局第２

算

装置増設工事2,60

　

0

18節 負担金補助

事

及び交付金 0

防災用備

業

品整備6,755（発

費

電機、バルーンライト

の

等）、雨量計機器更新

内

924
その他 7,67

訳

9

ＣＨＥＣＫ

個別評価

主

項目 評価観点 評価内容

な

・市民の生命・財産を

節

守るため市が実施する

金

ことが必要不可欠な事

額

業であるか

・行政内部

内

の管理運営上必要な事

容

業であるか

必 要 性

7

・市が主体となり実施

節

すべき事業か 必要不可

 

欠

・法的な根拠や公的

 

関与の妥当性はあるか

報

・目的は結果（施策の

償

目指す理想）に結びつ

費

いているか

災害時に迅

1

速・確実な避難を行う

0

ための施設整備は市が

節

主体となり実施するこ

 

とが必要不可欠な事業

需

である。

評   価

コ

用

メント

・事業の成果は

費

上がっているか

・目標

1

に対する達成度は十分

2

か

有 効 性 ・市民生

節

活上の課題解決に貢献

 

しているか 大変有効

・



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

災害発生時に被害を最小限に止めるため、引き続き施 必要なハード整備を行うことにあわせ、不

内

足するもの

設、設備の

部

充実を行う。 は協定に

評

よる手配やソフト活用

価

により補うことを考え

【

る。

外部評価

次年度以

二

降の方向性

外部評価コ

次

メント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 酒井・朝倉

全体計画 経費区分 － 内線 3781

事務事業名 4338 消防機械力整備事業

所　　属 450100 消防本部・消防本部・消防署

施　　策 05011600 消防・救急体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 090101 消防費・消防費・常備消防費
科目

事業 030000 消防機械力整備事業

事業目的 事業概要・効果 

消防車両及び資機材等の計画的な整備・更新を行い、 経年機能低下する消防車両・資機材等の更新及び充実

消防力の充実強化を図る 強化

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

予定なし 屈折はしご車の更新

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

指令３号車の更新 指令２号車の更新

救急高山１号車の更新

令和 

内

6年度　予定 令和 7

部

年度　予定

救助ボート

評

含む水面救助機材の更

価

新 予定なし

【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



その他 11,519 0

一般財源 26,477 6,250

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,814.8 2,814.8

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,814.8 2,814.8

市民一人当たりの経費 0.9 0.2

総額 48,310.8 9,064.8

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担

内

金補助及び交付金 0

手

部

数料158、保険料1

評

5、備品購入費（指令

価

２号車、救急高山１号

【

車）45,26
その他

二

45,496
5、重量

次

税58

】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 なし

算　　式 - 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 -

の 理 由

最終年度 -

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 45,496 6,250

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 7,500 0



委

率性向上に努めている

託

か やや向上

・使用料な

費

どの受益者負担や補助

1

対象事業の範囲など、

4

財源確保の余地はない

節

か

充当率が有効な事業

 

を活用し、財源確保に

工

努めた。

評   価

コ

事

メント

振り返り（決算

請

年度の取組み課題）

最

負

新型の機器や車両を導

費

入し、より高度な消防

1

・救急救助活動に努め

8

、質の高い住民サービ

節

スを提供財源確保のた

 

め、有

利な補助事業等

負

の知識を高め、活用と

担

するための情報収集に

金

努める。

 

補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

6

金補助及び交付金 0

備

年

品購入費6,250
そ

度

の他 6,250
 

ＣＨ

当

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

初

価観点 評価内容

・市民

予

の生命・財産を守るた

算

め市が実施することが

　

必要不可欠な事業であ

事

るか

・行政内部の管理

業

運営上必要な事業であ

費

るか

必 要 性 ・市が

の

主体となり実施すべき

内

事業か 必要不可欠

・法

訳

的な根拠や公的関与の

主

妥当性はあるか

・目的

な

は結果（施策の目指す

節

理想）に結びついてい

金

るか

消防機械力を更新

額

し、消防力の向上に重

内

要。

消防力の整備指針

容

に基づいた整備更新。

7

評   価

コメント

・

節

事業の成果は上がって

 

いるか

・目標に対する

 

達成度は十分か

有 効

報

 性 ・市民生活上の課

償

題解決に貢献している

費

か 有効

・行政内部の管

1

理上の課題解決に貢献

0

しているか

・事業の目

節

的が達成できるような

 

事業内容になっている

需

か

経年劣化により性能

用

低下する車両等を更新

費

し、消防力の維持向上

1

。

評   価

コメント

2

・成果を落とさずにコ

節

ストを削減する方法は

 

あるか

効 率 性 ・効



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

機械の維持管理の徹底を図り、車両更新計画の見直し 消防救急業務の高度化、救急需要の増加及

内

び災害様態

を行う。（

部

更新時期の先送り） の

評

変化などに適切に対応

価

するなか、将来を見据

【

え、よ

り効率的な消防

二

救急活動等を踏まえた

次

消防機械等の整

備を図

】

る。

外部評価

次年度以

4

降の方向性

外部評価コ

頁

メント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 神林洋光

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3781

事務事業名 4340 消防団運営事業

所　　属 450100 消防本部・消防本部・消防署

施　　策 05011600 消防・救急体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 090102 消防費・消防費・非常備消防費
科目

事業 020000 消防団運営事業

事業目的 事業概要・効果 

消防団の安定した運営と地域に根ざした防災活動を支 地域防災力の向上を目指し、火災予防活動を計画的に

援し、区及び自主防災組織等との連携を図り地域防災 実施し、住民の火災予防思想を高揚する。

体制を強化する 各種事業を通じ消防団員の魅力を広め、地域のサポー

トの充実等、消防団の活性化を図る

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和

内

 2年度　実績 令和 

部

3年度　実績

たき火火

評

災の減 サポート事業所

価

、協力事業所の増強

サ

【

ポート事業所、協力事

二

業所の拡充 団員確保

団

次

員確保

令和 4年度　

】

実績 令和 5年度　実

1

績

サポート事業所、協

頁

力事業所の増強 サポー

令

ト事業所、協力事業所

和

の増強

団員確保 団員確

　

保

令和 6年度　予定

６

令和 7年度　予定

サ

年

ポート事業所、協力事

度

業所の増強 サポート事

　

業所、協力事業所の増

行

強

団員確保 団員確保

政評価事業別シート

実計対象 評価対象



度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 16,759 24,201

国庫支出金 330 5,000

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 52 94

一般財源 16,377 19,107

正規職員 1.0 0.0
人員数

会計年度（フル） 1.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 7,037.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 3,581.0 0.0

コスト

内

会計年度（パート） 0

部

.0 0.0

計 10,6

評

18.0 0.0

市民一

価

人当たりの経費 0.5

【

0.5

総額 27,37

二

7.0 24,201.

次

0

（単位：千円）

令和

】

 5年度決算　事業費

2

の内訳

主な節 金額 内容

頁

無火災報償金295、

指

その他336
7節  

 

報償費 631

消防団被

標

服及び装備等消耗品費

 

5,265、燃料費1

名

09、光熱水費623

算

、その他5
10節 需

　

用費 6,502
05

1

　

2節 委託費 0

14節

式

 工事請負費 0

公務災

単

害補償負担金1,84

位

8、消防学校入校負担

年

金81、運営交付金3

　

,263、そ
18節 

　

負担金補助及び交付金

度

6,034
の他842

令

旅費54、役務費3,

和

156、使用料及び借

 

上料2、その他380

3

その他 3,592

年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 消防団協力事業所・消防団サポート事業店の増強

算　　式 消防団協力事業所数・消防団サポート事業店 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 40 42 44 46 48
目 標 値

実 績 33 32 43

指標選定 地域ぐるみの防災体制の構築

の 理 由

最終年度 団員を取り巻く環境の向上

目標の根拠

指 標 名 消防団員の確保

算　　式 消防団員数 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 881 881 881 881 881
目 標 値

実 績 857 647 637

指標選定 消防団の充実強化

の 理 由

最終年度 条例定数の充足

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年



委

する達成度は十分か

有

託

 効 性 ・市民生活上

費

の課題解決に貢献して

1

いるか 有効

・行政内部

4

の管理上の課題解決に

節

貢献しているか

・事業

 

の目的が達成できるよ

工

うな事業内容になって

事

いるか

貢献度は高く、

請

広く広報することによ

負

り一定の効果を期待す

費

る

評   価

コメント

1

・成果を落とさずにコ

8

ストを削減する方法は

節

あるか

効 率 性 ・効

 

率性向上に努めている

負

か やや向上

・使用料な

担

どの受益者負担や補助

金

対象事業の範囲など、

補

財源確保の余地はない

助

か

国の委託事業を活用

及

し、事業を展開できる

び

評   価

コメント

振

交

り返り（決算年度の取

付

組み課題）

団員の確保

金

、増員についての取組

そ

について、次年度への

の

事業計画の足掛かりが

他

できた。

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

無火災報償金280、

令

その他486
7節  

和

報償費 766

消防団被

 

服及び装備等消耗品費

6

5,180、燃料費1

年

89、光熱水費620

度

、その他7
10節 需

当

用費 6,692
03

1

初

2節 委託費 0

14節

予

 工事請負費 0

公務災

算

害補償負担金1,84

　

8、消防学校入校負担

事

金82、運営交付金3

業

,502、女
18節 

費

負担金補助及び交付金

の

12,183
性消防団

内

員等活躍推進事業交付

訳

金5,100、その他

主

1,651

旅費88、

な

交際費20、役務費3

節

,979、使用料及び

金

借上料100、その他

額

373
その他 4,56

内

0
 

ＣＨＥＣＫ

個別評

容

価

項目 評価観点 評価内

7

容

・市民の生命・財産

節

を守るため市が実施す

 

ることが必要不可欠な

 

事業であるか

・行政内

報

部の管理運営上必要な

償

事業であるか

必 要 

費

性 ・市が主体となり実

1

施すべき事業か 必要不

0

可欠

・法的な根拠や公

節

的関与の妥当性はある

 

か

・目的は結果（施策

需

の目指す理想）に結び

用

ついているか

地域防災

費

力を維持、向上するた

1

めには継続的な事業が

2

必要

評   価

コメン

節

ト

・事業の成果は上が

 

っているか

・目標に対



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

消防団員数は減少しており、定数に満たない状態であ 団員減少は全国的課題であり、当市も消防

内

団とともに

る。入団の

部

促進は喫緊の課題であ

評

り、特に若者の入団 団

価

員確保に向け様々取り

【

組んでいるが、非常に

二

厳しい

促進に力を入れ

次

ていかなければならな

】

い。 状況にある。引き

4

続き、自治会や事業所

頁

と連携を深め

ながら研

Ａ

究する。処遇改善・負

Ｃ

担軽減等の一定の成果

Ｔ

は認めると捉えている

Ｉ

。

外部評価

次年度以降

Ｏ

の方向性

外部評価コメ

Ｎ

ント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 酒井・小池

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3781

事務事業名 6369 消防団機械力整備事業

所　　属 450100 消防本部・消防本部・消防署

施　　策 05011600 消防・救急体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 090102 消防費・消防費・非常備消防費
科目

事業 030000 消防団機械力整備事業

事業目的 事業概要・効果 

消防団車両及び資機材等の計画的な整備更新を行い、 経年機能低下する消防団積載車、小型動力消防ポンプ

消防力の充実強化を図る 及び資機材等の更新及び充実強化

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

・積載車2台の更新整備 ・積載車１台の更新整備

・小型動力消防ポンプ2台の更新整備 ・

内

小型動力消防ポンプ2

部

台の更新整備

令和 4

評

年度　実績 令和 5年

価

度　実績

・小型動力消

【

防ポンプ2台の更新整

二

備 ・小型動力消防ポン

次

プ2台の更新整備

令和

】

 6年度　予定 令和 

1

7年度　予定

・小型動

頁

力消防ポンプ2台の更

令

新整備 ・積載車１台の

和

更新整備

・小型動力消

　

防ポンプ2台の更新整

６

備

年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



000 1,000

一般財源 1,508 2,400

正規職員 0.3 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.1
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,111.1 1,407.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 358.1

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,111.1 1,765.5

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 4,619.1 5,165.5

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補

内

助及び交付金 0

備品購

部

入費2,508
その他

評

2,508

価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 なし

算　　式 - 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 -

の 理 由

最終年度 -

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 2,508 3,400

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 1,



委

率性向上に努めている

託

か やや向上

・使用料な

費

どの受益者負担や補助

1

対象事業の範囲など、

4

財源確保の余地はない

節

か

コミュニティ事業助

 

成金等を活用し、有利

工

な財源確保に努めた。

事

 
評   価

コメント

請

振り返り（決算年度の

負

取組み課題）

最新型の

費

小型動力消防ポンプ及

1

び資機材を導入更新し

8

て機械力向上が図れた

節

。有利な財源確保のた

 

め、助成事業や事業債

負

に対して情報収集に努

担

める。

金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

6

金補助及び交付金 0

備

年

品購入費3,400
そ

度

の他 3,400

ＣＨＥ

当

ＣＫ

個別評価

項目 評価

初

観点 評価内容

・市民の

予

生命・財産を守るため

算

市が実施することが必

　

要不可欠な事業である

事

か

・行政内部の管理運

業

営上必要な事業である

費

か

必 要 性 ・市が主

の

体となり実施すべき事

内

業か 必要不可欠

・法的

訳

な根拠や公的関与の妥

主

当性はあるか

・目的は

な

結果（施策の目指す理

節

想）に結びついている

金

か

各種災害に対する消

額

防力の向上が図れた。

内

評   価

コメント

・

容

事業の成果は上がって

7

いるか

・目標に対する

節

達成度は十分か

有 効

 

 性 ・市民生活上の課

 

題解決に貢献している

報

か 大変有効

・行政内部

償

の管理上の課題解決に

費

貢献しているか

・事業

1

の目的が達成できるよ

0

うな事業内容になって

節

いるか

劣化によって性

 

能低下する小型動力ポ

需

ンプ及び資機材を高性

用

能な最新式に更新して

費

機械力の向上が図れた

1

。

評   価

コメント

2

・成果を落とさずにコ

節

ストを削減する方法は

 

あるか

効 率 性 ・効



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

更新計画基づき、助成事業を活用し更新した。今後は 消防団員が安全に活動するため、機械の維

内

持管理を適

更新計画の

部

見直し（先送り）の検

評

討を行う。 切に行う。

価

併せて、将来に向け機

【

械の効率的な運用等

を

二

研究する。

外部評価

次

次

年度以降の方向性

外部

】

評価コメント

4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 警防・総務課

全体計画 経費区分 － 内線 3781

事務事業名 4342 消防施設管理事業

所　　属 450100 消防本部・消防本部・消防署

施　　策 05011600 消防・救急体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 090103 消防費・消防費・消防施設費
科目

事業 010000 消防施設管理事業

事業目的 事業概要・効果 

消防施設を適正に維持管理し、災害時の対応に万全を ・経年老朽する施設の改修

期する ・既存施設の活動向上のための改修

・地上式消火栓の設置及び維持管理

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

・火の見の改修 ・消防施設の改修

・消防団活動の安全管理の向上 ・消防団活動の安全管理の向上

・地上式消火栓の10

内

基設置 ・地上式消火栓

部

の3基設置

・地下式消

評

火栓の8基設置及び1

価

9基維持管理 ・地下式

【

消火栓の12基設置及

二

び4基維持管理

令和 

次

4年度　実績 令和 5

】

年度　実績

・消防施設

1

の改修 ・消防施設の改

頁

修

・消防団活動の安全

令

管理の向上 ・消防団活

和

動の安全管理の向上

・

　

地上式消火栓の1基維

６

持管理 ・地上式消火栓

年

の１基設置及び２基維

度

持管

・地下式消火栓の

　

10基設置及び7基維

行

持管理 ・地下式消火栓

政

の６基設置及び16基

評

維持管理

・庁舎車庫屋

価

根改修工事

令和 6年

事

度　予定 令和 7年度

業

　予定

・消防施設の改

別

修 ・消防施設の改修

・

シ

消防団活動の安全管理

ー

の向上 ・消防団活動の

ト

安全管理の向上

・地上

実

式消火栓の１基設置（

計

予定） ・消火栓の8基

対

設置及び10基維持管

象

理（予定）

・地下式消

評

火栓の９基設置及び７

価

基維持管理（予定）

対象



0 0

一般財源 14,699 23,294

正規職員 0.6 0.6
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 4,222.2 4,222.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 4,222.2 4,222.2

市民一人当たりの経費 0.4 0.5

総額 18,921.2 27,516.2

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消防施設修繕906
10節 需用費 906

12節 委託費 0

庁舎車庫屋根改修工事1

内

,298
14節 工事

部

請負費 1,298

消火

評

栓の設置7,106、

価

維持管理費5,136

【

18節 負担金補助及

二

び交付金 12,242

次

土地借上料253
その

】

他 253

2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 なし

算　　式 - 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 -

の 理 由

最終年度 -

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 14,699 23,294

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他



委

ているか

・火災時の消

託

防水利の確保と、自主

費

防災組織の初期消火に

1

有効である。

・庁舎車

4

庫の雨漏りが改善され

節

た。
評   価

コメン

 

ト

・成果を落とさずに

工

コストを削減する方法

事

はあるか

効 率 性 ・

請

効率性向上に努めてい

負

るか やや向上

・使用料

費

などの受益者負担や補

1

助対象事業の範囲など

8

、財源確保の余地はな

節

いか

・消火栓の設置・

 

修繕等、効率的な整備

負

が図れた。

・庁舎車庫

担

の雨漏りが改善された

金

ことにより、車庫の機

補

能的な効率性が向上し

助

た。
評   価

 
コメ

及

ント

振り返り（決算年

び

度の取組み課題）

・関

交

係部局との連携を維持

付

する。

・既設の施設を

金

維持管理する。

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消防

令

施設修繕700
10節

和

 需用費 700

12節

 

 委託費 0

器具置場舗

6

装（8-3）480、

年

防火水槽充填（9-3

度

）7,958
14節 

当

工事請負費 8,438

初

消火栓の設置10,1

予

41、維持管理費3,

算

766
18節 負担金

　

補助及び交付金 13,

事

907

土地借上料24

業

9
その他 249

ＣＨＥ

費

ＣＫ

個別評価

項目 評価

の

観点 評価内容

・市民の

内

生命・財産を守るため

訳

市が実施することが必

主

要不可欠な事業である

な

か

・行政内部の管理運

節

営上必要な事業である

金

か

必 要 性 ・市が主

額

体となり実施すべき事

内

業か 必要不可欠

・法的

容

な根拠や公的関与の妥

7

当性はあるか

・目的は

節

結果（施策の目指す理

 

想）に結びついている

 

か

・消防水利の整備充

報

実に必要。

・庁舎車庫

償

の屋根が経年劣化で雨

費

漏りしていたため修繕

1

した。
評   価

コメ

0

ント

・事業の成果は上

節

がっているか

・目標に

 

対する達成度は十分か

需

有 効 性 ・市民生活

用

上の課題解決に貢献し

費

ているか 有効

・行政内

1

部の管理上の課題解決

2

に貢献しているか

・事

節

業の目的が達成できる

 

ような事業内容になっ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

施設の長寿命化のため、維持管理の徹底を図りながら 現有施設を適切に維持し管理する。

、効果

内

的な施設修繕を行った

部

。 地上式消火栓の設置

評

を推進し自主防災力の

価

向上を図る

。

外部評価

【

次年度以降の方向性

外

二

部評価コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 総務・警防課

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3781

事務事業名 11722 消防施設整備事業

所　　属 450100 消防本部・消防本部・消防署

施　　策 05011600 消防・救急体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 090103 消防費・消防費・消防施設費
科目

事業 020000 消防施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

消防施設の整備を行い、消防防災基盤を強化する 消防庁舎、消防施設等の整備

 消防団機械器具置場、拠点施設の整備

耐震性貯水槽の整備

水防倉庫の整備

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

通信指令システム部分更新工事2/6 通信指令システム部分更新工事3/6

消防庁舎女性施設等改修工事 消

内

防庁舎男性シャワール

部

ーム改修工事

消防団６

評

分団２部機械器具置場

価

建設工事（移転新築）

【

消防団８分団１部詰所

二

・機械器具置場修繕工

次

事

令和 4年度　実績

】

令和 5年度　実績

通

1

信指令システム部分更

頁

新工事4/6 通信指令

令

システム部分更新工事

和

5/6

消防団５分団４

　

部機械器具置場等解体

６

修繕工事 消防団２分団

年

１部火の見櫓解体工事

度

消防団２分団１部機械

　

器具置場建設工事（移

行

転新築） 消防団10分

政

団１部亀倉町防火水槽

評

解体工事 

夏端町防火

価

水槽修繕工事

令和 6

事

年度　予定 令和 7年

業

度　予定

通信指令シス

別

テム部分更新工事6/

シ

6 長野市消防局との通

ー

信指令業務共同運用を

ト

見据えた、

消防本部車

実

庫オーバースライダー

計

アングル改修工事 現行

対

システムの延長保守業

象

務。

南側通路擁壁設置

評

工事

消防庁舎２階トイ

価

レ改修工事 

 

対象



0

その他 8,965 8,924

一般財源 3,142 1,449

正規職員 0.5 0.6
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 3,518.5 4,222.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 3,518.5 4,222.2

市民一人当たりの経費 0.3 0.4

総額 15,625.5 20,395.2

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

通信指令システムの部分更

内

新（5/6）10,5

部

16、火の見櫓等解体

評

（2-1）348
14

価

節 工事請負費 12,

【

107
、防火水槽解体

二

(10-1)1,24

次

3、

18節 負担金補

】

助及び交付金 0

その他

2

0

頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 なし

算　　式 - 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 -

の 理 由

最終年度 -

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 12,107 16,173

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 5,80



委

トを削減する方法はあ

託

るか

効 率 性 ・効率

費

性向上に努めているか

1

やや向上

・使用料など

4

の受益者負担や補助対

節

象事業の範囲など、財

 

源確保の余地はないか

工

有利な起債を活用しコ

事

スト削減する

評   

請

価

コメント

振り返り（

負

決算年度の取組み課題

費

）

課題：計画的な改修

1

工事見込を計画する

8節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

通信指令シス

 

テム部分更新（6/6

6

)10,373、車庫

年

アングル改修2,00

度

0、
14節 工事請負

当

費 16,173
通路擁

初

壁設置2,700、ト

予

イレ改修1,100 

算

18節 負担金補助及

　

び交付金 0

その他 0

Ｃ

事

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

業

評価観点 評価内容

・市

費

民の生命・財産を守る

の

ため市が実施すること

内

が必要不可欠な事業で

訳

あるか

・行政内部の管

主

理運営上必要な事業で

な

あるか

必 要 性 ・市

節

が主体となり実施すべ

金

き事業か 高い

・法的な

額

根拠や公的関与の妥当

内

性はあるか

・目的は結

容

果（施策の目指す理想

7

）に結びついているか

節

老朽化する庁舎の機能

 

維持を目的とする。

評

 

   価

コメント

・事

報

業の成果は上がってい

償

るか

・目標に対する達

費

成度は十分か

有 効 

1

性 ・市民生活上の課題

0

解決に貢献しているか

節

有効

・行政内部の管理

 

上の課題解決に貢献し

需

ているか

・事業の目的

用

が達成できるような事

費

業内容になっているか

1

災害発生時の拠点施設

2

となるため有効である

節

評   価

コメント

・

 

成果を落とさずにコス



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

消防庁舎も建設から30年が経過し、長寿命化を見すえ 現有施設を適切に管理するとともに、人

内

口減少などの

抜本的な

部

改修の計画を立てる時

評

期にきている、有利な

価

社会構造の変化等を見

【

据えながら、施設の整

二

理合理化

財源を活用し

次

早めの整備に努めるこ

】

とが必要。 、消防事務

4

の連携協力及び広域的

頁

な運営を研究する。

外

Ａ

部評価

次年度以降の方

Ｃ

向性

外部評価コメント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 酒井・小池

全体計画 経費区分 － 内線 3781

事務事業名 4343 水防対策事業

所　　属 450100 消防本部・消防本部・消防署

施　　策 05011600 消防・救急体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 090104 消防費・消防費・水防費
科目

事業 010000 水防対策事業

事業目的 事業概要・効果 

千曲川等の現地調査を行い重要水防箇所の把握及び水 重要水防箇所の現地調査を関係機関と行い、協力体制

防活動方法を検討し、出水期を前に水防倉庫の点検及 を確認する。

び管理委託を行い水防資機材を整備する 水防資機材の点検を行い適正に整備する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

市内重要水防箇所の現地調査、対応

内

の検討 市内重要水防箇

部

所の現地調査、対応の

評

検討

水防倉庫14か所

価

及び資機材の点検、維

【

持管理 水防倉庫14か

二

所及び資機材の点検、

次

維持管理

令和 4年度

】

　実績 令和 5年度　

1

実績

市内重要水防箇所

頁

の現地調査、対応の検

令

討 市内重要水防箇所の

和

現地調査、対応の検討

　

水防倉庫14か所及び

６

資機材の点検、維持管

年

理 水防倉庫14か所及

度

び資機材の点検、維持

　

管理

令和 6年度　予

行

定 令和 7年度　予定

政

市内重要水防箇所の現

評

地調査、対応の検討 市

価

内重要水防箇所の現地

事

調査、対応の検討

水防

業

倉庫14か所及び資機

別

材の点検、維持管理 水

シ

防倉庫14か所及び資

ー

機材の点検、維持管理

ト

実計対象 評価対象



17 560

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,407.4 1,407.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,407.4 1,407.4

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 2,124.4 1,967.4

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

重要水防箇所現地調査10
7節  報償費 192

水防倉庫等の点検に対する出動報償182

水防資機材30
10節 需用費 30

水防倉庫

内

管理委託27
12節 

部

委託費 27
 

水防倉庫

評

解体（11-1）17

価

0
14節 工事請負費

【

170

18節 負担金

二

補助及び交付金 0

水防

次

工法用資材・原材料2

】

98
その他 298

2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 -

算　　式 - 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 -

の 理 由

最終年度 -

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 717 560

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 7



委

成できるような事業内

託

容になっているか

関係

費

機関が情報を共有し、

1

災害対応で連携した活

4

動を実施する。

過去の

節

災害対応を生かした活

 

動実績を継承共有する

工

。
評   価

水防活動

事

をより円滑にかつ効果

請

的に実施するための効

負

果は大きい。
コメント

費

・成果を落とさずにコ

1

ストを削減する方法は

8

あるか

効 率 性 ・効

節

率性向上に努めている

 

か 変わらない

・使用料

負

などの受益者負担や補

担

助対象事業の範囲など

金

、財源確保の余地はな

補

いか

必要最小限の予算

助

で実施しており、現状

及

を維持する。

市民の生

び

命財産に直接関わる事

交

業であるため維持継続

付

する。
評   価

コメ

金

ント

振り返り（決算年

そ

度の取組み課題）

出水

の

期前に水防資機材の整

他

備を図り、災害時の活

Ｃ

動に万全を期す。

ＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

重要水防箇所現地調査

令

16
7節  報償費 1

和

98
水防倉庫等の点検

 

に対する出動報償18

6

2

水防資機材30
10

年

節 需用費 30

水防倉

度

庫管理委託料27
12

当

節 委託費 27

14節

初

 工事請負費 0

18節

予

 負担金補助及び交付

算

金 0

災害対応時の車両

　

等借上5、水防工法用

事

原材料300
その他 3

業

05

ＣＨＥＣＫ

個別評

費

価

項目 評価観点 評価内

の

容

・市民の生命・財産

内

を守るため市が実施す

訳

ることが必要不可欠な

主

事業であるか

・行政内

な

部の管理運営上必要な

節

事業であるか

必 要 

金

性 ・市が主体となり実

額

施すべき事業か 必要不

内

可欠

・法的な根拠や公

容

的関与の妥当性はある

7

か

・目的は結果（施策

節

の目指す理想）に結び

 

ついているか

千曲川等

 

の重要水防箇所を関係

報

機関合同で確認し出水

償

期に備える。

水防倉庫

費

及び資機材の点検整備

1

・管理を行い、出水期

0

に備える。
評   価

節

コメント

・事業の成果

 

は上がっているか

・目

需

標に対する達成度は十

用

分か

有 効 性 ・市民

費

生活上の課題解決に貢

1

献しているか 大変有効

2

・行政内部の管理上の

節

課題解決に貢献してい

 

るか

・事業の目的が達



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

減災を目的に水災害等に対応できる資器材の確保・整 国、県及び関係団体と連携を深め、ハード

内

・ソフト両

備を図って

部

いる。 面におい水防体

評

制を強化する。一方、

価

過去の災害を振

り返り

【

評価しながら、将来に

二

向けて施設等の合理化

次

を

研究する。

外部評価

】

次年度以降の方向性

外

4

部評価コメント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

危険物施設の立入検査

規

　防火対象物29件、

完

改修12件、改修率4

了

1.4% 　防火対象物

事

46件、13件、改修

業

率59.1%

　危険物

ゼ

施設6件、改修2件、

ロ

改修率33.3% 　危

予

険物施設8件、改修0

算

件、改修率0%

令和 

事

6年度　予定 令和 7

業

年度　予定

応急手当等

担

救急講習会 応急手当等

当

救急講習会

一般住宅等

者

の防火訪問（住宅用火

全

災警報器設置の全戸 一

体

般住宅等の防火訪問（

計

住宅用火災警報器設置

画

の全戸

調査継続） 調査

経

継続）

防火対象物・危

費

険物施設の立入検査 防

区

火対象物・危険物施設

分

の立入検査

内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 牧　剛

全体計画 経費区分 － 内線 247-5901

事務事業名 4345 小布施分署運営事業

所　　属 450100 消防本部・消防本部・消防署

施　　策 05011600 消防・救急体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 090105 消防費・消防費・小布施分署費
科目

事業 020000 小布施分署運営事業

事業目的 事業概要・効果 

町民の生命、身体及び財産を火災から保護するととも 訓練及び各種研修を行い、専門的知識及び技術の向上

に、災害による被害の軽減を図る。 を図り、災害発生に対し迅速かつ的確に対応する。

防火対象物及び危険物施設等の立入検査を行い防火安

全対策を推進する。

一般住宅等の防火訪問、住宅用火災警報器の設置を促

進し住宅防火対策を

内

積極的に講じる。

救急

部

救命講習を行い、広く

評

応急手当の普及充実を

価

図る

。

 

ＰＬＡＮ－Ｄ

【

Ｏ

年度実績及び予定

令

二

和 2年度　実績 令和

次

 3年度　実績

応急手

】

当等救急講習会52人

1

応急手当等救急講習会

頁

119人

一般住宅等の

令

防火訪問（コロナ禍の

和

影響により中止） 一般

　

住宅等の防火訪問30

６

7人

防火対象物・危険

年

物施設の立入検査 防火

度

対象物・危険物施設の

　

立入検査

　防火対象物

行

10件、改修0件、改

政

修率0% 　防火対象物

評

26件、改修9件、改

価

修率34.6%

　危険

事

物施設1件、改修0件

業

、改修率0% 　危険物

別

施設4件、改修0件、

シ

改修率0%

令和 4年

ー

度　実績 令和 5年度

ト

　実績

応急手当等救急

実

講習会98人 応急手当

計

等救急講習会178人

対

一般住宅等の防火訪問

象

（コロナ禍の影響によ

評

り中止） 一般住宅等の

価

防火訪問131人

防火

対

対象物・危険物施設の

象

立入検査 防火対象物・



促進計画に基づく 

最終年度

目標の根拠

指 標 名 防火対象物・危険物施設の立入検査体制の強化と防火管理体制の充実

算　　式 指摘件数のうち改修件数の割合 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 80 85 90 95 100
目 標 値

実 績 30 40 24

指標選定 火災・災害の未然防止

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 5,301 63,533

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その

内

他 5,301 63,5

部

33

一般財源 0 0

正規

評

職員 18.0 18.0

価

人員数
会計年度（フル

【

） 0.0 0.0
（人）

二

会計年度（パート） 0

次

.0 0.0

正規職員 1

】

26,666.0 12

2

6,666.0

人　員

頁

会計年度（フル） 0.

指

0 0.0

コスト 会計年

 

度（パート） 0.0 0

標

.0

計 126,666

 

.0 126,666.

名

0

市民一人当たりの経

算

費 2.5 3.6

総額 1

　

31,967.0 19

　

0,199.0

（単位

式

：千円）

令和 5年度

単

決算　事業費の内訳

主

位

な節 金額 内容

須高広域

年

消防運営協議会委員謝

　

礼9
7節  報償費 9

　

消防活動消耗品1,0

度

23、燃料1,037

令

、庁舎管理費391、

和

車両・資機材等の修
1

 

0節 需用費 2,55

3

4
繕103

施設管理3

年

0
12節 委託費 30

度

14節 工事請負費 0

令

研修負担金1、伐木等

和

の業務に係る特別教育

 

90
18節 負担金補

4

助及び交付金 91

備品

年

購入528、機器類の

度

賃借等2,089
その

令

他 2,617

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 応急手当の普及啓発

算　　式 応急手当講習年間受講者数 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 300 300 300 300 300
目 標 値

実 績 119 98 178

指標選定 救急車到着前の最も重要な応急手当を普及する

の 理 由 応急手当普及員の養成を拡大し普及啓発を充実する

最終年度

目標の根拠

指 標 名 住宅用火災警報器普及・設置促進

算　　式 調査した住宅訪問数 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 350 350 350 350 350
目 標 値

実 績 307 0 131

指標選定 火災の早期発見、早期避難

の 理 由 須坂市消防本部住宅用火災警報器設置



委

政内部の管理上の課題

託

解決に貢献しているか

費

・事業の目的が達成で

1

きるような事業内容に

4

なっているか

・応急手

節

当等受講者の総体数は

 

増加している。

・住宅

工

用火災警報器設置促進

事

は、火災の早期発見・

請

避難に極めて重要であ

負

る。
評   価

・防火

費

対象物及び危険物施設

1

の安全管理体制は、地

8

域防災に有効。
コメン

節

ト

・成果を落とさずに

 

コストを削減する方法

負

はあるか

効 率 性 ・

担

効率性向上に努めてい

金

るか 変わらない

・使用

補

料などの受益者負担や

助

補助対象事業の範囲な

及

ど、財源確保の余地は

び

ないか

・応急手当等救

交

急講習会は、必要最低

付

限の人数で実施。

・一

金

般住宅等の防火訪問時

そ

に、住宅用火災警報器

の

の設置指導をする事に

他

より、設置効果が高く

Ｃ

なり、防火意識
評  

Ｈ

 価
の向上に繋がるた

Ｅ

め現状維持とする。
コ

Ｃ

メント

振り返り（決算

Ｋ

年度の取組み課題）

・

個

住宅用火災警報器の個

別

別訪問調査は、効果が

評

高いため継続的に実施

価

する。

・応急手当講習

項

会、防火対象物・危険

目

物施設の立入検査の検

評

査を継続的に実施する

価

・防火対象物及び危険

観

物施設の違反是正を強

点

化し、改修改善を進め

評

る。

 

価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

須高広域消防運営協議

令

会委員謝礼9、初期消

和

火等の謝礼8
7節  

 

報償費 17

消防活動消

6

耗品1,200、燃料

年

1,232、食糧費1

度

4、庁舎管理費600

当

、車両・資
10節 需

初

用費 3,314
機材等

予

の修繕268

施設管理

算

30
12節 委託費 3

　

0

14節 工事請負費

事

0

研修負担金1、伐木

業

等の業務に係る特別教

費

育90
18節 負担金

の

補助及び交付金 91

備

内

品購入57,576、

訳

機器類の賃借等2,5

主

05
その他 60,08

な

1

ＣＨＥＣＫ

個別評価

節

項目 評価観点 評価内容

金

・市民の生命・財産を

額

守るため市が実施する

内

ことが必要不可欠な事

容

業であるか

・行政内部

7

の管理運営上必要な事

節

業であるか

必 要 性

 

・市が主体となり実施

 

すべき事業か 必要不可

報

欠

・法的な根拠や公的

償

関与の妥当性はあるか

費

・目的は結果（施策の

1

目指す理想）に結びつ

0

いているか

・地域の安

節

全安心体制の根幹をな

 

す。

・消防組織法に基

需

づく。
評   価

コメ

用

ント

・事業の成果は上

費

がっているか

・目標に

1

対する達成度は十分か

2

有 効 性 ・市民生活

節

上の課題解決に貢献し

 

ているか 大変有効

・行



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

・令和４年度から応急手当等受講者は増えており、継 須高広域消防運営協議会において、分署の

内

消防救急体

続的に実施

部

すること。住宅用火災

評

警報器の設置・維持 制

価

等に関する連絡調整を

【

密にし、円滑に運営す

二

る。

について継続的に

次

個別訪問すること。違

】

反是正につい

て継続的

4

に取り組むこと。

外部

頁

評価

次年度以降の方向

Ａ

性

外部評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 ■ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 神林洋光

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3781

事務事業名 18252 小布施分署施設整備事業

所　　属 450100 消防本部・消防本部・消防署

施　　策 05011600 消防・救急体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 090105 消防費・消防費・小布施分署費
科目

事業 040000 小布施分署施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

小布施分署の老朽化及び機能向上に伴い、現在の分署 分署庁舎は、建設から46年が経過しており、老朽化等

所在地が浸水想定区域内にあり条件を改善するため、 による災害時の活動拠点としての機能維持が難しい。

小布施町役場にて移転設計の計画をする。庁舎移転設 新たな庁舎建設により、大規模災害等発生時における

内

計に伴い事業主体を移

部

管され、分署庁舎建設

評

に取り組 、消防機能を

価

維持できる庁舎の整備

【

及び、課題である

む。

二

女性職員が安心して働

次

くための施設環境を整

】

えられる

。

ＰＬＡＮ－

1

ＤＯ

年度実績及び予定

頁

令和 2年度　実績 令

令

和 3年度　実績

令和

和

 4年度　実績 令和 

　

5年度　実績

令和 6

６

年度　予定 令和 7年

年

度　予定

度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 0.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 0.0 0.0

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 0.0 0.0

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

その他 0

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 0 0

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 0 0

正規職員 0.0



委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

6

金補助及び交付金 0

そ

年

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

度

評価

項目 評価観点 評価

当

内容

・市民の生命・財

初

産を守るため市が実施

予

することが必要不可欠

算

な事業であるか

・行政

　

内部の管理運営上必要

事

な事業であるか

必 要

業

 性 ・市が主体となり

費

実施すべき事業か －

・

の

法的な根拠や公的関与

内

の妥当性はあるか

・目

訳

的は結果（施策の目指

主

す理想）に結びついて

な

いるか

評   価

コメ

節

ント

・事業の成果は上

金

がっているか

・目標に

額

対する達成度は十分か

内

有 効 性 ・市民生活

容

上の課題解決に貢献し

7

ているか －

・行政内部

節

の管理上の課題解決に

 

貢献しているか

・事業

 

の目的が達成できるよ

報

うな事業内容になって

償

いるか

評   価

コメ

費

ント

・成果を落とさず

1

にコストを削減する方

0

法はあるか

効 率 性

節

・効率性向上に努めて

 

いるか －

・使用料など

需

の受益者負担や補助対

用

象事業の範囲など、財

費

源確保の余地はないか

1

評   価

コメント

振

2

り返り（決算年度の取

節

組み課題）

 



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 － 次年度以降の方向性 －

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

件、改修11件、改修

規

率73.3% 防火対象

完

物34件、改修25件

了

、改修率73.5％

危

事

険物施設 1件、改修

業

0件、改修率0% 危険

ゼ

物施設 3件、改修 

ロ

3件、改修率 100

予

％

高山ポンプ1号車更

算

新（10月運用開始）

事

救急高山1号車更新（

業

12月運用開始）

令和

担

 6年度　予定 令和 

当

7年度　予定

応急手当

者

等救急講習会 応急手当

全

等救急講習会

一般住宅

体

等の防火訪問（住宅用

計

火災警報器設置の全戸

画

一般住宅等の防火訪問

経

（住宅用火災警報器設

費

置の全戸

調査継続） 調

区

査継続）

防火対象物・

分

危険物施設の立入検査

内

防火対象物・危険物施

線

設の立入検査

高山1号

事

車更新

務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 返町直也

全体計画 経費区分 － 内線 248-0119

事務事業名 4347 高山分署運営事業

所　　属 450100 消防本部・消防本部・消防署

施　　策 05011600 消防・救急体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 090106 消防費・消防費・高山分署費
科目

事業 020000 高山分署運営事業

事業目的 事業概要・効果 

村民の生命、身体及び財産を火災から保護するととも 訓練及び各種研修を行い、専門的知識及び技術の向上

に、火災又は地震等の災害による被害の軽減を図る。 を図り、災害発生に対し迅速かつ的確に対応する。

防火対象物及び危険物施設等の立入検査を行い防火安

全対策を推進する。

一般住宅等の防火訪問、住宅用火災警報器の設置を促

進し住

内

宅防火対策を積極的に

部

講じる。

救急救命講習

評

を行い、広く応急手当

価

の普及充実を図る

。

 

【

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

二

績及び予定

令和 2年

次

度　実績 令和 3年度

】

　実績

応急手当等救急

1

講習会94人 応急手当

頁

等救急講習会56人(

令

コロナ禍で一部中止)

和

一般住宅等の防火訪問

　

（コロナ禍の影響によ

６

り中止） 一般住宅等の

年

防火訪問94件(コロ

度

ナ禍で一部中止)

立入

　

検査指導 立入検査指導

行

防火対象物 6件、改

政

修4件、改修率66.

評

7% 防火対象物19件

価

、改修11件、改修率

事

57.9%

危険物施設

業

 1件、改修1件、改

別

修率100% 危険物施

シ

設 5件、改修 4件

ー

、改修率80.0%

令

ト

和 4年度　実績 令和

実

 5年度　実績

応急手

計

当等救急講習会48人

対

応急手当等救急講習会

象

167人

一般住宅等の

評

防火訪問中止（代替で

価

資料配布325件） 一

対

般住宅等の防火訪問3

象

80件

防火対象物15



置促進計画に基づく。

最終年度

目標の根拠

指 標 名 防火対象物・危険物施設の立入検査体制の強化と防火管理体制の充実

算　　式 指摘件数のうち改修件数の割合 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 80 85 90 95 100
目 標 値

実 績 63 69 76

指標選定 火災・災害の未然防止。

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,825 11,626

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

内

その他 4,825 0

一

部

般財源 0 11,626

評

正規職員 15.0 15

価

.0
人員数

会計年度（

【

フル） 0.0 0.0
（

二

人）
会計年度（パート

次

） 0.0 0.0

正規職

】

員 105,555.0

2

105,555.0

人

頁

　員 会計年度（フル）

指

0.0 0.0

コスト 会

 

計年度（パート） 0.

標

0 0.0

計 105,5

 

55.0 105,55

名

5.0

市民一人当たり

算

の経費 2.1 2.2

総

　

額 110,380.0

　

117,181.0

（

式

単位：千円）

令和 5

単

年度決算　事業費の内

位

訳

主な節 金額 内容

須高

年

広域消防運営協議会委

　

員謝礼9
7節  報償

　

費 9

消防活動消耗品8

度

25、燃料832、庁

令

舎管理費436、車両

和

・資機材等の修繕29

 

5
10節 需用費 2,

3

388

施設管理22、

年

保守点検77
12節 

度

委託費 99

14節 工

令

事請負費 0

研修会負担

和

金1、講習会負担金9

 

0
18節 負担金補助

4

及び交付金 91

機器類

年

の賃借等701、備品

度

購入418、その他1

令

,119
その他 2,2

和

38

 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 応急手当の普及啓発

算　　式 応急手当受講年間受講者数 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 250 250 250 250 250
目 標 値

実 績 56 48 167

指標選定 救急車到着前の最も重要な応急手当を普及する。

の 理 由 応急手当普及員の養成を拡大し普及啓発を充実する。

最終年度

目標の根拠

指 標 名 住宅用火災警報器普及・設置促進

算　　式 調査した住宅訪問数 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 300 300 300 300 300
目 標 値

実 績 94 0 380

指標選定 火災の早期発見、早期避難。

の 理 由 須坂市消防本部住宅用火災警報器設



委

か 大変有効

・行政内部

託

の管理上の課題解決に

費

貢献しているか

・事業

1

の目的が達成できるよ

4

うな事業内容になって

節

いるか

　新型コロナウ

 

イルス感染症法上の５

工

類移行により、応急手

事

当や救急講習等の開催

請

機会が増え、受講者も

負

増加

した。
評   価

費

　住宅用火災警報器の

1

設置促進は、火災の早

8

期発見、避難行動等は

節

初動に極めて有効であ

 

る。
コメント

　防火対

負

象物及び危険物施設の

担

安全管理体制を構築す

金

る事は、地域防災に極

補

めて重要。

・成果を落

助

とさずにコストを削減

及

する方法はあるか

効 

び

率 性 ・効率性向上に

交

努めているか やや向上

付

・使用料などの受益者

金

負担や補助対象事業の

そ

範囲など、財源確保の

の

余地はないか

　応急手

他

当等救急講習会は、必

Ｃ

要最低限の人数やeラ

Ｈ

ーニングの導入により

Ｅ

時短で実施。

　一般住

Ｃ

宅等の防火訪問時に、

Ｋ

住宅用火災警報器の設

個

置指導をする事により

別

、必要性に対する理解

評

が得られ、
評   価

価

防火意識の向上に繋が

項

る。
コメント

振り返り

目

（決算年度の取組み課

評

題）

　一般住宅等の防

価

火訪問時に、住宅用火

観

災警報器の設置指導を

点

する事は、火災の早期

評

発見、避難行動等の初

価

動に極めて有

効である

内

ため継続的に実施する

容

。

　応急手当等救急講

・

習会を実施し、応急手

市

当の知識及び技術を高

民

め、救命率の向上に努

の

める。

　防火対象物及

生

び危険物施設の立入検

命

査を実施、違反是正に

・

向けた指導を強化し、

財

改善改修を進める。

産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

須高広域消防運営協議

令

会委員謝礼9、初期消

和

火等の謝礼8
7節  

 

報償費 17

消防活動消

6

耗品1,114、燃料

年

1,208、食糧費1

度

7、庁舎管理費680

当

、車両・資
10節 需

初

用費 3,328
機材等

予

の修繕309

施設管理

算

86、保守点検44
1

　

2節 委託費 130

1

事

4節 工事請負費 0

研

業

修負担金1、講習受講

費

負担金90
18節 負

の

担金補助及び交付金 9

内

1

機器類の賃借等64

訳

1、備品購入5,73

主

8、その他1,681

な

その他 8,060

ＣＨ

節

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

金

価観点 評価内容

・市民

額

の生命・財産を守るた

内

め市が実施することが

容

必要不可欠な事業であ

7

るか

・行政内部の管理

節

運営上必要な事業であ

 

るか

必 要 性 ・市が

 

主体となり実施すべき

報

事業か 必要不可欠

・法

償

的な根拠や公的関与の

費

妥当性はあるか

・目的

1

は結果（施策の目指す

0

理想）に結びついてい

節

るか

　地域の安全安心

 

体制の根幹をなす。

　

需

消防組織法に基づく。

用

評   価

コメント

・

費

事業の成果は上がって

1

いるか

・目標に対する

2

達成度は十分か

有 効

節

 性 ・市民生活上の課

 

題解決に貢献している



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

・令和４年度から応急手当等受講者は増えており、継 須高広域消防運営協議会において、分署の

内

消防救急体

続的に実施

部

すること。住宅用火災

評

警報器の設置・維持 制

価

等に関する連絡調整を

【

密にし、円滑に運営す

二

る。

について継続的に

次

個別訪問すること。違

】

反是正につい

て継続的

4

に取り組むこと。

外部

頁

評価

次年度以降の方向

Ａ

性

外部評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

した広報 に合わせた啓

規

発活動の充実 ＳＮＳ

完

等を活用した広報

啓発

了

活動 啓発活動

令和 6

事

年度　予定 令和 7年

業

度　予定

警察署、交通

ゼ

安全協会等と連携した

ロ

啓発活動

交通指導員・

予

ＬＰＳ隊員による街頭

算

啓発活動等

健康教室や

事

介護保険制度説明会等

業

高齢者が集まる機会

に

担

合わせた啓発活動の充

当

実 ＳＮＳ等を活用し

者

た広報

啓発活動

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 杉山博一

全体計画 経費区分 － 内線 3242

事務事業名 4121 交通安全対策事業

所　　属 120500 市民環境部・市民課

施　　策 05011700 交通安全対策の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 020111 総務費・総務管理費・交通防犯費
科目

事業 010000 交通安全対策事業

事業目的 事業概要・効果 

交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図り、交通 県内では高齢者が関与する交通事故割合が依然として

安全意識の高揚及び交通安全対策を推進する。 増加している。そのため、高齢者が参加する健康教室

等での講話や世帯訪問により、高齢者を中心に交通安

全意識の啓発を図ることにより、交通事故の減少が見

込まれる。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令

内

和 2年度　実績 令和

部

 3年度　実績

警察署

評

、交通安全協会等と連

価

携した啓発活動 警察署

【

、交通安全協会等と連

二

携した啓発活動

交通指

次

導員・ＬＰＳ隊員によ

】

る街頭啓発活動等 交通

1

指導員・ＬＰＳ隊員に

頁

よる街頭啓発活動等

健

令

康教室や介護保険制度

和

説明会等高齢者が集ま

　

る機会 健康教室や介護

６

保険制度説明会等高齢

年

者が集まる機会

に合わ

度

せた啓発活動 に合わ

　

せた啓発活動 ＳＮＳ

行

等を活用した広報啓発

政

活

動

令和 4年度　実

評

績 令和 5年度　実績

価

警察署、交通安全協会

事

等と連携した啓発活動

業

警察署、交通安全協会

別

等と連携した啓発活動

シ

交通指導員・ＬＰＳ隊

ー

員による街頭啓発活動

ト

等 交通指導員・ＬＰＳ

実

隊員による街頭啓発活

計

動等

健康教室や介護保

対

険制度説明会等高齢者

象

が集まる機会 健康教室

評

や介護保険制度説明会

価

等高齢者が集まる機会

対

に合わせた啓発活動の

象

充実 ＳＮＳ等を活用



目 標 0 0 0 0 0
目 標 値

実 績 1 0 0

指標選定 交通事故の中でもより深刻な死亡事故の発生を抑え、地域住民が安全に安心して生活できる環境を整えること

の 理 由 を目指すため

最終年度 死亡事故が起きた際には、関係機関と連携し現地診断を行い、原因と対策を検討し死亡事故の再発を防ぐこと

目標の根拠 により、死亡事故の発生をなくす

指 標 名 「交通マナーを守っている」人の割合（％）

算　　式 市民総合意識調査による 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 90
目 

内

標 値
実 績

指標選定

部

歩行者や運転者がお互

評

いにマナーを守ること

価

により、交通事故の減

【

少につながるため

の 

二

理 由

最終年度 季節ご

次

とに実施する交通安全

】

運動や広報啓発、また

2

小中学校や保育園等で

頁

実施される交通安全教

指

室を通じて、

目標の根

 

拠 交通安全のマナーを

標

守ることの大切さを浸

 

透させるため。

事業費

名

（単位：千円）

令和 

算

5年度 令和 6年度

決

　

　　　算 予　　　算

事

　

業費 4,270 11,

式

092

国庫支出金 0 0

単

特 定 都道府県支出金

位

0 150

財 源 地方債

年

0 3,600

その他 1

　

,840 1,862

一

　

般財源 2,430 5,

度

480

正規職員 0.3

令

0.1
人員数

会計年度

和

（フル） 0.0 0.0

 

（人）
会計年度（パー

3

ト） 1.0 1.0

正規

年

職員 2,111.1 7

度

03.7

人　員 会計年

令

度（フル） 0.0 0.

和

0

コスト 会計年度（パ

 

ート） 1,769.0

4

1,769.0

計 3,

年

880.1 2,472

度

.7

市民一人当たりの

令

経費 0.2 0.3

総額

和

8,150.1 13,

 

564.7

（単位：千

5

円）

令和 5年度決算

年

　事業費の内訳

主な節

度

金額 内容

交通指導員・

令

LPS隊員活動謝礼5

和

70
7節  報償費 5

 

70

交通指導員制服・

6

装備品等325、その

年

他物品等417
10節

度

 需用費 742

12節

令

 委託費 0

路面標示設

和

置工事176
14節 

 

工事請負費 176

交通

7

安全協会負担金580

年

18節 負担金補助及

度

び交付金 1,241
長

目

野県民交通災害共済組

 

合加入事務交付金65

標

8、会議出席負担金3

目

長野県民交通災害共済

 

組合事務職員報酬89

標

7、その他644
その

 

他 1,541

値
実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 市内での交通事故発生件数（件／年）

算　　式 須坂警察署での集計による 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 108 100 92 84 75
目 標 値

実 績 95 103 106

指標選定 統計による把握が可能である事。また、事故の減少により安全安心なまちづくりにつながるため

の 理 由

最終年度 事故多発か所等における安全対策の実施や道路交通環境の整備、関係機関と連携した交通安全意識啓発の取組

目標の根拠 みを行い事故の発生を抑える

指 標 名 市内での交通死亡事故件数（年／件）

算　　式 須坂警察署での集計による 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度



委

織団

体では実施するこ

託

とができず、須坂警察

費

署等と連携してこの事

1

業を継続して実施すべ

4

きである。
評   価

節

コメント

・事業の成果

 

は上がっているか

・目

工

標に対する達成度は十

事

分か

有 効 性 ・市民

請

生活上の課題解決に貢

負

献しているか 有効

・行

費

政内部の管理上の課題

1

解決に貢献しているか

8

・事業の目的が達成で

節

きるような事業内容に

 

なっているか

交通事故

負

件数は横ばいであるが

担

、負傷者数は減少した

金

。交通安全に関する様

補

々な啓発活動を行うこ

助

とで、１件

でも事故件

及

数を減らすことが重要

び

であり、引き続き同様

交

の活動に取り組んでい

付

く。
評   価

コメン

金

ト

・成果を落とさずに

そ

コストを削減する方法

の

はあるか

効 率 性 ・

他

効率性向上に努めてい

Ｃ

るか 変わらない

・使用

Ｈ

料などの受益者負担や

Ｅ

補助対象事業の範囲な

Ｃ

ど、財源確保の余地は

Ｋ

ないか

交通安全に係る

個

啓発活動には一定の経

別

費が必要となることか

評

ら、活動の質を低下さ

価

せないよう現状維持を

項

した

い。
評   価

コ

目

メント

振り返り（決算

評

年度の取組み課題）

コ

価

ロナ禍以前と同様の交

観

通安全に関する啓発活

点

動を実施することがで

評

きた。全国、県内で見

価

ても事故件数は若干の

内

増加傾

向である為、今

容

後も事故件数が増加す

・

ることがないよう、継

市

続して啓発活動を実施

民

していきたい。

の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

交通指導員・LPS隊

令

員活動謝礼750
7節

和

  報償費 750

交通

 

指導員制服・装備品等

6

603　その他物品等

年

290
10節 需用費

度

893

12節 委託費

当

0

14節 工事請負費

初

0

交通安全協会負担金

予

580、自転車ヘルメ

算

ット購入補助金300

　

18節 負担金補助及

事

び交付金 1,552
長

業

野県民交通災害共済組

費

合加入事務交付金66

の

6、その他6

長野県民

内

交通災害共済組合事務

訳

職員報酬1,761、

主

交通指導員研修旅費4

な

59
その他 7,897

節

青パト更新車両購入4

金

,000、交通指導員

額

研修車両借上げ382

内

、その他1,295

Ｃ

容

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

7

評価観点 評価内容

・市

節

民の生命・財産を守る

 

ため市が実施すること

 

が必要不可欠な事業で

報

あるか

・行政内部の管

償

理運営上必要な事業で

費

あるか

必 要 性 ・市

1

が主体となり実施すべ

0

き事業か 必要不可欠

・

節

法的な根拠や公的関与

 

の妥当性はあるか

・目

需

的は結果（施策の目指

用

す理想）に結びついて

費

いるか

市民の交通安全

1

に関する意識向上を図

2

るために、総合的・個

節

別具体的菜交通安全対

 

策・啓発活動は他の組



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

各種団体を中心に実施されている交通安全事業につい 県民交通災害共済の会費徴収については、

内

区を通じた

て、警察組

部

織と各種団体との連携

評

し、総合的に実施す 方

価

法から、今後、区の負

【

担が少ない方法に変え

二

ていく

ることが重要で

次

あるため、継続して実

】

施すべきである 必要が

4

ある。

。 インター周辺

頁

開発により周辺交通量

Ａ

の増加が見込まれ

、重

Ｃ

大事故が発生しないよ

Ｔ

う啓発に努める必要が

Ｉ

ある

。

外部評価

次年度

Ｏ

以降の方向性

外部評価

Ｎ

コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 丸山孝幸

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3531

事務事業名 4215 交通安全施設整備事業

所　　属 200100 まちづくり推進部・道路河川課

施　　策 05011700 交通安全対策の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 080204 土木費・道路橋梁費・交通安全施設費
科目

事業 010000 交通安全施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

交通安全対策の充実のため交通安全施設の整備を行う 交通安全施設整備として道路反射鏡、防護柵、区画線

。 、道路標識の新設及び更新を順次進める。

市民の交通安全への関心が高く、安全施設に対する要

望は多い。万一の事故発生を未然に防ぐため道路管理

者の責任を果たす役割は大きい。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

内

令和 2年度　実績 令

部

和 3年度　実績

道路

評

反射鏡、道路標識、防

価

護柵、区画線の設置、

【

道路 道路反射鏡、道路

二

標識、防護柵、区画線

次

の設置

照明灯のLED

】

化

令和 4年度　実績

1

令和 5年度　実績

道

頁

路反射鏡、道路標識、

令

防護柵、区画線の設置

和

道路反射鏡、道路標識

　

、防護柵、区画線の設

６

置

令和 6年度　予定

年

令和 7年度　予定

道

度

路反射鏡、道路標識、

　

防護柵、区画線の設置

行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



般財源 11,013 11,138

正規職員 0.6 0.6
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 4,222.2 4,222.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 4,222.2 4,222.2

市民一人当たりの経費 0.3 0.3

総額 15,235.2 15,360.2

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

修繕料5517
10節 需用費 5,517

12節 委託費 0

交通安全施設整備工事5313

内

14節 工事請負費 5

部

,313

18節 負担

評

金補助及び交付金 0

補

価

修用材料費183
その

【

他 183

二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 11,013 11,138

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一



委

ストを削減する方法は

託

あるか

効 率 性 ・効

費

率性向上に努めている

1

か 変わらない

・使用料

4

などの受益者負担や補

節

助対象事業の範囲など

 

、財源確保の余地はな

工

いか

各町からの要望箇

事

所を確認し、必要か否

請

かを判断している。

 

負

評   価

コメント

振

費

り返り（決算年度の取

1

組み課題）

各町区から

8

の要望箇所が多く出さ

節

れている。

 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

修繕

令

料5,000
10節 

和

需用費 5,000

12

 

節 委託費 0

交通安全

6

施設整備工事6000

年

14節 工事請負費 6

度

,000

18節 負担

当

金補助及び交付金 0

補

初

修用材料費100、手

予

数料38
その他 138

算

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

　

目 評価観点 評価内容

・

事

市民の生命・財産を守

業

るため市が実施するこ

費

とが必要不可欠な事業

の

であるか

・行政内部の

内

管理運営上必要な事業

訳

であるか

必 要 性 ・

主

市が主体となり実施す

な

べき事業か 普通

・法的

節

な根拠や公的関与の妥

金

当性はあるか

・目的は

額

結果（施策の目指す理

内

想）に結びついている

容

か

道路管理者として、

7

交通安全確保のため事

節

業は必要である。

評 

 

  価

コメント

・事業

 

の成果は上がっている

報

か

・目標に対する達成

償

度は十分か

有 効 性

費

・市民生活上の課題解

1

決に貢献しているか 普

0

通

・行政内部の管理上

節

の課題解決に貢献して

 

いるか

・事業の目的が

需

達成できるような事業

用

内容になっているか

各

費

町からの要望（カーブ

1

ミラー設置等）に早く

2

応えるようにしている

節

 
評   価

コメント

 

・成果を落とさずにコ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

各町からの要望が多いが、限られた予算の範囲で優先 事故の未然防止のために必要な事業である

内

順位をつけて実施する

部

。

外部評価

次年度以降

評

の方向性

外部評価コメ

価

ント

【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 杉山　博一

全体計画 経費区分 － 内線 3242

事務事業名 4115 消費者保護啓発事業

所　　属 120500 市民環境部・市民課

施　　策 05011800 消費生活の安全の確保と意識向上

会計 01 一般会計
予算

科目 020112 総務費・総務管理費・消費者行政費
科目

事業 010000 消費者保護啓発事業

事業目的 事業概要・効果 

　悪質商法や食の安全などに関する消費者情報を提供 　訪問販売、通信販売など悪質商法の相談に応じ、ク

し、地域と連携した被害防止をすすめ、消費生活の安 ーリングオフ行使の手助けや、北信消費生活センター

全を守るまちをつくる。 と連携した業者と直接交渉などで問題の解決を図る。

　賢い消費者になることや、悪質商法・電話で

内

お金詐

欺等の被害を防

部

ぐため、出前講座の開

評

催、警察と連携

を取り

価

ながらの防災行政無線

【

、健康教室での啓発等

二

に

より注意喚起を図る

次

。

　家庭で不用となっ

】

た物品の交換情報提供

1

を行い、日

用品の再利

頁

用を図る。

ＰＬＡＮ－

令

ＤＯ

年度実績及び予定

和

令和 2年度　実績 令

　

和 3年度　実績

広報

６

、啓発 広報、啓発

消費

年

生活講座・出前講座　

度

35人 出前講座　11

　

8人

令和 4年度　実

行

績 令和 5年度　実績

政

広報、啓発 広報、啓発

評

消費生活講座・出前講

価

座　1,169人 消費

事

生活講座・出前講座 

業

756人

令和 6年度

別

　予定 令和 7年度　

シ

予定

広報、啓発

消費生

ー

活講座・出前講座

ト

実計対象 評価対象



和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,140 5,368

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 1,568 1,704

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 2,572 3,664

正規職員 0.2 0.4
人員数

会計年度（フル） 1.0 0.8
（人）

会計年度（パート） 0.5 0.2

正規職員 1,407.4 2,814.8

人　員 会計年度（フル） 3,581.0 2,864.8

コスト 会計年度（パート） 884.5 35

内

3.8

計 5,872.

部

9 6,033.4

市民

評

一人当たりの経費 0.

価

2 0.2

総額 10,0

【

12.9 11,401

二

.4

（単位：千円）

令

次

和 5年度決算　事業

】

費の内訳

主な節 金額 内

2

容

7節  報償費 0

消

頁

耗品費673（参考図

指

書等26、若者向けパ

 

ンフレット385、電

標

話録音機能付
10節 

 

需用費 673
き対策機

名

器262）

12節 委

算

託費 0

14節 工事請

　

負費 0

消費生活相談員

　

研修受講料15
18節

式

 負担金補助及び交付

単

金 15

会計年度職員給

位

料2,285,フルタ

年

イム会計年度任用職員

　

（通勤26,時間外勤

　

その他 3,452
務1

度

6,期末476,共済

令

組合負担金549)、

和

研修旅費99、郵便料

 

1

3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 消費生活相談件数（件／年）

算　　式 県から照会がある消費生活相談受付状況で報告する件数 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 250 250 250 250 250
目 標 値

実 績 195 232 256

指標選定 毎年把握できるため

の 理 由

最終年度 件数は、毎年様々な要因により変動するが、類似自治体の件数と同規模の維持が妥当と考えるため

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令



委

献しているか 有効

・行

託

政内部の管理上の課題

費

解決に貢献しているか

1

・事業の目的が達成で

4

きるような事業内容に

節

なっているか

前年に続

 

き相談件数が増加し目

工

標値を上回った。身近

事

な相談場所としての認

請

知が高まっていると考

負

えられ有効

である。
評

費

   価

コメント

・成

1

果を落とさずにコスト

8

を削減する方法はある

節

か

効 率 性 ・効率性

 

向上に努めているか 変

負

わらない

・使用料など

担

の受益者負担や補助対

金

象事業の範囲など、財

補

源確保の余地はないか

助

県補助金（消費者行政

及

活性化事業）を活用し

び

ている。

評   価

コ

交

メント

振り返り（決算

付

年度の取組み課題）

　

金

消費生活および特殊詐

そ

欺の被害を防止するた

の

め、高等学校等への出

他

前講座を積極的に実施

Ｃ

し、広報誌、ブログ等

Ｈ

での啓

発活動に取り組

Ｅ

んだ。

　迷惑電話防止

Ｃ

機器の貸与を開始し、

Ｋ

当初の予定台数をすべ

個

て貸し出すことができ

別

た。

　ＳＮＳ等を利用

評

した商取引の相談や、

価

特殊詐欺被害が急激に

項

増加しているため、引

目

き続き周知啓発を強化

評

していく。

価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費1,067（参考

和

図書等49、若者向け

 

パンフレット445、

6

電話録音機能
10節 

年

需用費 1,067
付き

度

対策機器524、相談

当

用タブレット等49）

初

12節 委託費 0

14

予

節 工事請負費 0

研修

算

受講料17
18節 負

　

担金補助及び交付金 1

事

7

会計年度任用職員給

業

料2,429、フルタ

費

イム会計年度任用職員

の

（通勤27、時
その他

内

4,284
間外勤務9

訳

7、期末・勤勉911

主

、共済組合負担金70

な

1）、旅費104、郵

節

便料15

ＣＨＥＣＫ

個

金

別評価

項目 評価観点 評

額

価内容

・市民の生命・

内

財産を守るため市が実

容

施することが必要不可

7

欠な事業であるか

・行

節

政内部の管理運営上必

 

要な事業であるか

必 

 

要 性 ・市が主体とな

報

り実施すべき事業か 必

償

要不可欠

・法的な根拠

費

や公的関与の妥当性は

1

あるか

・目的は結果（

0

施策の目指す理想）に

節

結びついているか

消費

 

生活の相談や対応はト

需

ラブル解決のために必

用

要である。

評   価

費

コメント

・事業の成果

1

は上がっているか

・目

2

標に対する達成度は十

節

分か

有 効 性 ・市民

 

生活上の課題解決に貢



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

　悪質商法や電話でお金詐欺等に係る注意喚起を行う 消費トラブルとなる案件が多様化巧妙化し

内

ており、増

ほか、 加傾

部

向にあることから、重

評

点的な広報啓発が必要

価

当事者となった者の相

【

談に応じ、北信消費生

二

活センタ

ーとの連携、

次

業者と直接交渉するな

】

どの問題の解決を

図る

4

ために継続すべき

外部

頁

評価

次年度以降の方向

Ａ

性

外部評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山下智史

全体計画 経費区分 － 内線 3248

事務事業名 4123 防犯対策事業

所　　属 120500 市民環境部・市民課

施　　策 05011900 地域安全活動の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 020111 総務費・総務管理費・交通防犯費
科目

事業 020000 防犯対策事業

事業目的 事業概要・効果 

「犯罪のない、安全安心なまちづくり」を目指して関 日頃の散歩を通じたまちの見守り活動等が定着するこ

係機関と連携し、各種防犯活動を実施する。 とにより、住民同士のあいさつも自然に交わされ、防

 犯パトロールや防犯指導が効果的に行われる。また、

地域での自主防犯意識が高まることにより、犯罪が起

きにくいまちづくりを目指す。

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度

内

実績及び予定

令和 2

部

年度　実績 令和 3年

評

度　実績

警察署等と連

価

携した啓発活動 警察署

【

等と連携した啓発活動

二

市防犯灯のＬＥＤ化　

次

85.6％ 市防犯灯の

】

ＬＥＤ化

区が行う防犯

1

灯設置事業への補助　

頁

53町　221灯 区が

令

行う防犯灯設置事業へ

和

の補助　53町 24

　

4灯

ＳＮＳ等を利用し

６

た広報啓発活動

令和 

年

4年度　実績 令和 5

度

年度　実績

警察署等と

　

連携した啓発活動 警察

行

署等と連携した啓発活

政

動

市防犯灯のＬＥＤ化

評

市防犯灯のＬＥＤ化

区

価

が行う防犯灯設置事業

事

への補助　53町　3

業

68灯 区が行う防犯灯

別

設置事業への補助　4

シ

7町　271灯

ＳＮＳ

ー

等を利用した広報啓発

ト

活動 ＳＮＳ等を利用し

実

た広報啓発活動

令和 

計

6年度　予定 令和 7

対

年度　予定

警察署等と

象

連携した啓発活動

市防

評

犯灯のＬＥＤ化

区が行

価

う防犯灯設置事業への

対

補助

ＳＮＳ等を利用し

象

た広報啓発活動



件／年）

算　　式 須坂警察署での集計による 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 0 0 0 0 0
目 標 値

実 績 6 6 1

指標選定 特殊詐欺被害の手口を知り、関係機関・企業・地域住民が一体となり被害防止対策を実施するため

の 理 由

最終年度 周知啓発等の対策を実施することにより、被害をなくすため

目標の根拠

指 標 名 「防犯活動に取り組んでいる」人の割合（％）

算　　式 市民総合意識調査での集計による 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年

内

度 令和 7年度

目 標

部

50
目 標 値

実 績

評

指標選定 地域全体の犯

価

罪被害をなくそうとす

【

る意識の醸成が犯罪の

二

防止につながるため

の

次

 理 由

最終年度 地域

】

での防犯活動を通じて

2

住民の防犯意識の啓発

頁

を行い、2019年度

指

実績値33.3％の5

 

0％増を目標値に設定

標

目標の根拠

事業費 （単

 

位：千円）

令和 5年

名

度 令和 6年度

決　　

算

　算 予　　　算

事業費

　

12,905 13,3

　

89

国庫支出金 0 0

特

式

 定 都道府県支出金 0

単

250

財 源 地方債 0

位

0

その他 4,000 3

年

,000

一般財源 8,

　

905 10,139

正

　

規職員 0.3 0.1
人

度

員数
会計年度（フル）

令

0.0 0.0
（人）

会

和

計年度（パート） 0.

 

7 0.7

正規職員 2,

3

111.1 703.7

年

人　員 会計年度（フル

度

） 0.0 0.0

コスト

令

会計年度（パート） 1

和

,238.3 1,23

 

8.3

計 3,349.

4

4 1,942.0

市民

年

一人当たりの経費 0.

度

3 0.3

総額 16,2

令

54.4 15,331

和

.0

（単位：千円）

令

 

和 5年度決算　事業

5

費の内訳

主な節 金額 内

年

容

7節  報償費 0

防

度

犯パトロール用帽子等

令

127、防犯灯電気料

和

1,279
10節 需

 

用費 3,141
防犯灯

6

修繕1,735

12節

年

 委託費 0

防犯灯LE

度

D化工事101
14節

令

 工事請負費 101

須

和

高防犯協会負担金1,

 

938、暴力追放県民

7

センター負担金50
1

年

8節 負担金補助及び

度

交付金 6,376
防犯

目

灯設置事業補助金（区

 

）4,388

防犯対策

標

事務職員報酬2,14

目

1、その他1,146

 

その他 3,287

標 値
実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 市内での犯罪発生件数（件／年）

算　　式 須坂警察署での集計による 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 142 134 125 117 108
目 標 値

実 績 161 203 145

指標選定 地域ぐるみの見守り活動など地域のつながりを強め、市民のみなさん・地域・行政が一体となり犯罪を未然に

の 理 由 防ぐまちづくりを目指すため

最終年度 防災無線や、セーフティー須高の発行など情報発信を行い、犯罪に合わない意識を醸成することが犯罪の発生

目標の根拠 を抑えることにつながると考え、過去5年間の減少率を参考に2019年度実績値の32.5％減を目標値に設定

指 標 名 特殊詐欺被害認知件数（



委

  価

コメント

・事業

託

の成果は上がっている

費

か

・目標に対する達成

1

度は十分か

有 効 性

4

・市民生活上の課題解

節

決に貢献しているか 有

 

効

・行政内部の管理上

工

の課題解決に貢献して

事

いるか

・事業の目的が

請

達成できるような事業

負

内容になっているか

市

費

内の防犯環境を整備す

1

るため、また地域の防

8

犯意識の啓発を図るた

節

めには、現事業の継続

 

実施が必要である

。各

負

区の防犯灯整備率も確

担

実に伸ばすことができ

金

た。
評   価

コメン

補

ト

・成果を落とさずに

助

コストを削減する方法

及

はあるか

効 率 性 ・

び

効率性向上に努めてい

交

るか 変わらない

・使用

付

料などの受益者負担や

金

補助対象事業の範囲な

そ

ど、財源確保の余地は

の

ないか

防犯灯整備率な

他

どの実績値については

Ｃ

着実に成果があり、こ

Ｈ

のままの水準で実施し

Ｅ

ていく。

評   価

コ

Ｃ

メント

振り返り（決算

Ｋ

年度の取組み課題）

防

個

犯活動については水準

別

を落とさず実施するこ

評

とができた。犯罪件数

価

は前年より減少してい

項

るため、このまま警察

目

署等と

連携し防犯活動

評

を継続して実施してい

価

く。防犯灯整備率につ

観

いては、当初計画通り

点

の規模で着実に実施す

評

ることができた

。

価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

防犯

令

パトロール用腕章・マ

和

グネットシート130

 

10節 需用費 2,7

6

50
防犯灯電気料1,

年

620、その他1,0

度

00

駅前防犯カメラ設

当

置880
12節 委託

初

費 880

防犯灯LED

予

化工事200
14節 

算

工事請負費 200

須高

　

防犯協会負担金1,9

事

50
18節 負担金補

業

助及び交付金 5,60

費

0
防犯灯設置事業補助

の

金（区）3,600、

内

その他50

防犯対策事

訳

務職員報酬2,344

主

、その他1,615
そ

な

の他 3,959

ＣＨＥ

節

ＣＫ

個別評価

項目 評価

金

観点 評価内容

・市民の

額

生命・財産を守るため

内

市が実施することが必

容

要不可欠な事業である

7

か

・行政内部の管理運

節

営上必要な事業である

 

か

必 要 性 ・市が主

 

体となり実施すべき事

報

業か 必要不可欠

・法的

償

な根拠や公的関与の妥

費

当性はあるか

・目的は

1

結果（施策の目指す理

0

想）に結びついている

節

か

防犯灯の設置管理補

 

助等防犯対策に必要な

需

実施事業は、須坂市内

用

の犯罪等を未然に防ぐ

費

ため、また、市民の安

1

全安心を確保するため

2

に不可欠なものであり

節

、実施実績を伸ばすこ

 

とができている。
評 



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

防犯パトロールをはじめとした見守り活動等の定着に 防犯灯設置やLED化のニーズは高い。

よ

内

り、地域での自主防犯

部

意識が高まり、犯罪が

評

起きに 特殊詐欺が多様

価

化巧妙化しており、１

【

件当たりの被害

くいま

二

ちづくりとなるよう継

次

続すべき。 額も増加し

】

ているため、広報や対

4

策を重点的に行う

外部

頁

評価

次年度以降の方向

Ａ

性

外部評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


